
議題１ 

報道機関 各位                記者発表資料 
平成２３年３月２４日（木） 
問い合わせ先：障害福祉課 
担当：吉野・荒木・小暮 
電話：８２９―１３０５ 
内線：３０５４ 

 
さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等 
に関する条例を制定しました。 
 

 さいたま市では、国が署名した国連の障害者の権利に関する条約の方向性に沿って、

ノーマライゼーションの理念が市民一人ひとりの意識の中で育まれ、障害のある人も

ない人も地域の中で共に暮らしていく地域づくりを行っていくために、指定都市とし

て初めて、障害者に対する差別と虐待を禁止する条例を制定しました。 
 
１ 目的 
  本条例では、障害のある方に対する差別と虐待を禁止し、障害のある方の権利を

擁護するための必要な措置を講じると共に、本市の障害福祉施策の方向性を定め、

障害のある方の自立と社会参加を支援することを目的としています。 
 
２ 条例の特徴 

  指定都市及び市区町村レベルでは初めての条例であること 
  障害者の定義について社会モデルを取り入れたものとしたこと 
  合理的配慮に基づく措置を全国で初めて定義したこと 
  差別の禁止及び差別事案に対する助言あっせんの実施を規定したこと 
  虐待の禁止及び体制の整備を規定したこと 

 
３ 条例の概要 
  定義について 

① 本条例における差別及び虐待の禁止等の対象者である障害者を定義するもの。 

 ※障害者を定義するに当たり、現行の医学モデルによるものだけでなく、社会モ

デルを取り入れ、障害者の範囲を拡大しました。 

② 勧告及び公表の対象となる差別を定義するもの。 

 ※公募した障害者差別と思われる事例をもとに、７つの分野にわたる差別行為を

定義すると共に、機会の均等を目指し、障害の無い人にくらべて障害のある人

を不利益に取り扱う行為を差別として包括的に定義しました 
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③ 市民等の通報義務の対象となる虐待を定義するもの 

 ※児童虐待防止法、高齢者虐待防止法に掲げられている、身体的虐待、性的虐待、

心理的虐待、ネグレクト、経済的虐待のほかに、障害者特有の虐待の事象として

性的自己決定権の剥奪、セルフネグレクトについても虐待として定義しました。 

   障害者の権利の擁護について 
① 差別を禁止し、差別と思われる事案が発生したときの助言又はあっせん、勧

告及び公表の手続きを規定するもの。 
② 差別に係る事項を調査審議する障害者の権利擁護に関する委員会の設置を規

定するもの。 
③ 虐待を禁止し、虐待が発生したときの対応を規定するもの。 

  障害者の自立及び社会参加の支援について 
 ① 障害者の地域生活の支援に関する市及び事業者の責務を規定するもの。 
 ② 障害者の社会参加の支援に関する市及び事業者の責務を規定するもの。 
 ③ 障害者の保育及び教育の実施における市及び市が設置する学校の責務を規定

するもの。 
 ④ 障害者の地域生活支援に関する事項を調査審議する地域自立支援協議会の設

置を規定するもの。 
（施行期日） 平成２３年４月１日（ イは、平成２４年４月１日） 
 
４ 条例検討専門委員会名簿 
選出分野 所属及び職名 氏名 

学識経験者 埼玉大学教育学部准教授 宗澤 忠雄 

学識経験者 日本社会事業大学准教授 平野 方紹 

医師 与野医師会 鈴木 仁史 

弁護士 埼玉弁護士会高齢者・障害者権利擁護センター 柴野 和善 

商工 埼玉トヨペット株式会社 渡辺 新一 

福祉事業者 社会福祉法人鴻沼福祉会常務理事 斎藤 なを子 

福祉事業者 社団法人やどかりの里常務理事 増田 一世 

当事者の家族 特定非営利活動法人さいたま NPO センター 野辺 明子 

公募・当事者 日立化成工業株式会社（公募委員） 嶋垣 謹哉 

教育委員会 
学校教育部 指導2課 主任 指導主事特別支援教育

係長（当時） 
玉井 康仁 

教育委員会 学校教育部 指導 2課 課長補佐 桑原 啓一郎 

教育委員会 生涯学習振興課 人権教育推進室 室長補佐 山本 修一 

※宗澤委員が条例検討専門委員長を務めました。 

※玉井委員は平成 22 年 3 月末をもって異動し、4月より後任として桑原委員、山本委

員が就任しました。 

※任期は平成 22 年 1 月 19 日から平成 22 年 12 月 31 日です。 
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５ 条例制定の経緯 
  諮問 

   平成 21 年 11 月 10 日に市長から「障害者も健常者も共に地域で暮らせるノーマ

ライゼーション条例（仮称）」を障害者施策推進協議会に諮問しました。 
  差別と思われる事例の収集 

   障害のある人を取り巻く状況を分析するときの基礎データとして、条例づくり

に活用するため、差別と思われる事例を収集したところ、５２１件の事例が寄せ

られました。 
  条例検討専門委員会の設置 

   諮問事項を集中的に調査・審議し、条例に関する報告案を作成するため、学識

経験者、医療、法律、福祉分野の専門家、教育委員会及び市民からの公募委員な

どで構成される条例検討専門委員会を平成 22 年 1 月に設置しました。 

  条例について話し合う１００人委員会の設置 

当事者を含む公募の市民が集まり、意見を出し合うため、条例について話し合

う１００人委員会を平成 22 年 3 月に設置しました。 

  中間報告の提出 

平成 22 年 9 月 13 日に、市民から寄せられた障害者差別と思われる事例及び条

例検討専門委員会や条例について話し合う１００人委員会等で出された課題と論

点を整理し、条例案をまとめ、中間報告として市長に提出しました。答申に向け

た検討を行うため、中間報告を施策推進協議会や条例検討専門委員会、条例につ

いて話し合う１００人委員会の参加者に配布し、いただいた貴重なご意見を参考

にしながらさらに協議を重ねてきました。 

  タウンミーティングの実施 

さいたま市では、市長と市民が直接対話をする機会として「タウンミーティン

グ」を、平成 21 年度より各区で実施しています。平成 22 年度後半は「障害者も

健常者も共に地域で暮らせるノーマライゼーション条例（仮称）」をテーマとして

開催されました。 

  パブリックコメントの実施 
    平成 22 年 11 月 18 日から 12 月 17 日まで、更に幅広い市民の方の意見をいただ

くためにパブリックコメントを実施しました。 

  答申 
   平成 22 年 12 月 21 日に障害者施策推進協議会から最終報告が答申されました。 

   制定 
   平成 23 年 3 月 4 日にさいたま市議会本会議において可決、制定され、平成 23

年 3 月 9 日に公布されました。 










